
≪テキスト目次≫ ≪CD-ROM目次≫
Ⅰ．税理士用テキスト（A４判　８８頁） Ⅱ　顧問先用テキスト（A４判　３２頁）
第１章　経営承継円滑化法における個人事業の事業承継 第１章　個人版事業承継 １．顧問先用テキスト関係（PDF）
　１．事業承継の事前確認事項 　１．はじめに 　・顧問先用テキスト
　２．会社・個人の事業に係る税制の特例措置の確認 　２．個人の事業用資産に係る贈与税・相続税の納税猶予制度 　・認定要件チェックシート
　３．個人版事業承継税制のあらまし 　３．生前における事業承継の可否判定 ２．生前贈与分岐点計算書関係（Excel）
　４．個人事業承継計画の確認 第２章　認定要件 　・現状確認シート
　５．都道府県知事の認定 　１．経営承継円滑化法および租税特別措置法の要件 　・生前贈与分岐点計算書
　６．経営承継円滑化法の認定における個人事業者に関する要件 　２．認定要件チェック（経営承継円滑化法および租税特別措置法の認定要件） ３．書式・計算明細書関係（Word・Excel）
　７．経営承継円滑化法の認定における先代事業者の要件 第３章　制度利用時の留意点 　・合意書（除外合意）
　８．円滑化法認定申請添付書類 　１．納税猶予中の贈与税および相続税の納付 　・個人の事業用資産に係る相続税の納税猶予額の計算書
　９．贈与税、相続税の手続きの流れ 　２．その他の留意すべきこと 　・個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予税額暦年課税計算書
第２章　個人の事業用資産についての納税猶予及び免除の概要 第４章　個人版事業承継税制を選択するかの検討 　・個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予税額精算課税計算書
　１．特例事業受贈者又は特例事業相続人等の要件 　１．全体の確認 　・各制度による課税価格及び納付税額の明細書
　２．先代事業者等の要件 　２．贈与における納税猶予制度の検討 ４．認定申請書関係（Word）
　３．取得に係る対象期間 　３．相続における納税猶予制度の検討 　・個人事業承継計画(様式21の3)
　４．特定事業用資産 第５章　生前贈与分岐点 　・個人事業承継計画の変更届(様式24の3)
　５．小規模宅等の特例を選択した場合の調整 　１．生前贈与分岐点とは 　・確認取消申請書(様式25)
第３章　納税猶予税額の計算 　２．相続税・生前贈与分岐点の計算方法 　・(第一種贈与認定申請)先代事業者から後継者への贈与＜認定申請書(様式7の5)＞
　１．相続税 第６章　まとめ 　・(第二種贈与認定申請)生計一親族等から後継者への贈与＜認定申請書(様式7の6)＞
　２．小規模宅地等の特例と納税猶予制度の比較 　・(第一種相続認定申請)先代事業者から後継者への相続＜認定申請書(様式8の5)＞
　３．贈与税 　・(第二種相続認定申請)生計一親族等から後継者への相続＜認定申請書(様式8の6)＞
　４．期限内申告 　・性風俗関連特殊営業に該当しない旨の誓約書
　５．担保の提供 　・事業従事誓約書(贈与)
　６．継続届出 　・事業従事誓約書(相続)
　７．廃棄した場合 　・随時報告書(様式第12の2)
　８．買換えをした場合 　・切替確認申請書(様式第17の2)
　９．現物出資による会社設立 　・法人成り後の切替確認申請書(様式第17の3)
　10．相続税の納税猶予の確定
　11．贈与税の期限の確定
　12．納税猶予の免除
第４章　その他
　１．免除対象贈与

　２．贈与者が死亡した場合の相続税の課税
第５章　税理士事務所の取り組み

　１．専門家としての準備
　２．現状認識からのスタート
　３．財産移転に伴う税負担の比較と説明


